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事故原因は駆動系装置のトラブル
車両故障・交通事故の装置別発生状況を見ると、①
原動機、②車軸、③動力伝達装置、④タイヤなど多岐
にわたっていることがわかります（表5 参照）。
これら駆動系装置は、整備不良や過度の使用によっ
てトラブルが発生しやすい部位ですから、故障が起
きると、火災や衝突、脱輪などの重大事故に結びつ
いているのも当然のことといえるでしょう。

きちんとした点検整備で対処
不測の交通事故を100％防止することはできないか
もしれませんが、車両故障による事故や渋滞などの
発生を未然に防止することは、トラック運送事業者
の基本的な責務です。
運行前の日常点検を確実に実施し異状箇所を整備
すること、費用を惜しまず定期点検整備を行うこと
から、安全・安心な運送業務が実現できるのです。

点検整備未実施が原因となった重大事故事例
【メリット１】故障・事故の防止

事例 1［制動装置］
ブレーキ・チャンバのプッシュ・ロッドの
ストロークが限界を超えていたため、長い
下り坂を走行中、ブレーキが効かなくなり、
前方車両を避けようとして歩道に乗り上げ
歩行者に重傷を負わせた。

事例 2［制動装置］
ブレーキ・ドラムが摩耗し、ブレーキ・カ
ムの作動範囲を超えてロック状態になり過
熱、走行中に後輪から出火、全焼した。

点検整備を行っていれば防止できた整備未実施が原因の重大事故事例は以下の通りです。

事例 8［その他］
リヤ・サスペンションのトルク・ロッドを
取り付けていたナットが脱落、ロッドが外
れ、荷台が傾き走行不能となった。そのため
他車両の通行が長時間できなくなった。

事例 4［原動機］
排気管の腐食により排気ガスが漏れていた
ため、登坂走行時、車両下部排気管付近の荷
台木部が過熱されて出火した。

事例 5［車軸］
ハブ・ベアリングの摩耗に伴いブレーキ・
ドラムがずれてライニングと接触した状態
で走行したため過熱、高速道路を走行中、
キャビン右側から出火した。

表 5 事業の種類別の車両故障に起因する事故の装置別件数

事例 7［電気装置］
車幅灯の配線がショートしたため、車幅灯
付近から出火、乗務員が軽傷を負った。

事例 6［車輪］
クリップ・ナットが緩んだため、走行中、後
輪クリップ・ボルトが折れ、ホイールが外れ
走行不能となった。

資料：国土交通省「事業用自動車の重大事故の発生状況（平成 21年）」 （単位：件）
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（整備管理者の選任届）
第33条　法第52条の規定による届出書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
　（１）　届出者の氏名又は名称及び住所
　（２）　届出者が自動車運送事業者であるかどうかの別
　（３）　整備管理者の選任に係る自動車の使用の本拠の名称及び位置
　（４）　第３１条の３各号に掲げる自動車の数
　（５）　整備管理者の氏名及び生年月日
　（６）　第３１条の４各号のうち前号の者が該当するもの
　（７）　整備管理者の兼職の有無（兼職がある場合は、その職名及び職務内容）
２　前項の届出書には、同項第５号の者が同項第６号に掲げる者に該当すること及び法第５３条に規定する命令により解任され、解任の
　日から２年を経過しない者でないことを信じさせるに足る書面を添付しなければならない。

道路運送車両法施行規則（国土交通省令）

（解任命令）
※第 53 条　地方運輸局長は、整備管理者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、大型自
　動車使用者等に対し、整備管理者の解任を命ずることができる。

貨物自動車運送事業輸送安全規則（抜粋）※
（点検整備）
第13条　貨物自動車運送事業者は、道路運送車両法の規定によるもののほか、事業用自動車の点検及び整備について、次に掲げる事項
を遵守しなければならない。
　１　事業用自動車の構造及び装置並びに運行する道路の状況、走行距離その他事業用自動車の使用の条件を考慮して、定期に行う点
　　検の基準を作成し、これに基づいて点検をし、必要な整備をすること。
　２　前号の点検及び整備をしたときは、道路運送車両法第 49 条の規定に準じて、点検及び整備に関する記録簿に記載し、これを保存す
　　ること。


